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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期
第３四半期
連結累計期間

第20期
第３四半期
連結累計期間

第19期
第３四半期
連結会計期間

第20期
第３四半期
連結会計期間

第19期

会計期間

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
４月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
10月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成22年
10月１日

至 平成22年
12月31日

自 平成21年
４月１日

至 平成22年
３月31日

売上高（千円） 28,851,75729,773,7629,260,0759,900,00639,143,566

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
1,787,011△701,434 360,031△143,1941,964,735

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)（千円）
952,838△691,694 140,760△114,591 937,126

純資産額（千円） － － 20,089,44718,844,67420,125,812

総資産額（千円） － － 37,297,51042,489,69439,488,045

１株当たり純資産額（円） － － 286,992.11269,209.63287,511.60

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額(△)（円）

13,611.97△9,881.352,010.86△1,637.0213,387.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 53.9 44.4 51.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△215,3161,468,845 － － 644,368

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,307,323△5,112,728 － － △3,809,416

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△643,9031,784,957 － － 1,494,290

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,759,8882,396,1344,256,837

従業員数（人） － － 561 585 560

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．従業員数には、当社グループからグループ外への出向者を除いております。 
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社の異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 585 (96)

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員等を含みます。）は、当第３四半期連結

会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 453 (51)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマー、派遣社員等を含みます。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を(　)外数で

記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

鉄鋼建設資材事業 6,309,679 127.2

農業資材事業 2,431,490 109.7

砕石砕砂事業 392,859 95.0

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．農業資材事業は、肥料事業の生産実績を記載しております。

３．環境ソリューション事業およびその他に含めた事業は、販売する製品や提供するサービスの性格上、生産実

績に馴染まないため記載を省略しております。

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

（2）受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
　前年同四半期比

（％）
受注残高（千円）

前年同四半期比
（％）　

鉄鋼建設資材事業 6,525,555 112.5 5,868,449 110.8

環境ソリューション事業 180,546 176.9 216,655 128.1

（注）１．農業資材事業、砕石砕砂事業およびその他に含めた事業は、見込み生産等のため記載を省略しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

（3）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

鉄鋼建設資材事業 6,367,646 122.6

農業資材事業 2,831,398 85.3

環境ソリューション事業 194,185 87.6

砕石砕砂事業 424,572 95.8

報告セグメント計 9,817,802 106.9

その他 82,204 102.7

合計 9,900,006 106.9

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間および当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

全国農業協同組合連合会 2,364,730 25.5 1,955,445 19.8

阪和興業株式会社 1,157,828 12.5 1,464,812 14.8

伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社 1,112,735 12.0 1,424,073 14.4

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。　

※第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用しております。このため、セグメ

ントにおける前年同四半期との比較については、前第３四半期連結会計期間の数値を適用後のセグメントの区分に組

替えて算出しております。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、企業業績等に一部改善の兆しが見られはじめたものの、雇用情

勢は依然として厳しく、また円高水準長期化の影響もあり景気の先行きは不透明なまま推移しました。

　このような経済状況のもとで、当社グループの各事業は、付加価値の高い製品販売や積極的なコストダウン活動に

注力してまいりましたが、鉄鋼建設資材事業での原材料価格の上昇等から当第３四半期連結会計期間の業績に大き

な影響を与えました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は9,900百万円（前年同四半期比6.9％増）、営業損失は162百

万円（前年同四半期は営業利益369百万円）、経常損失は143百万円（前年同四半期は経常利益360百万円）、四半期

純損失は114百万円（前年同四半期は四半期純利益140百万円）となりました。

　

　セグメント別の業績は次のとおりであります。 

①鉄鋼建設資材事業　

　厳しい需給環境の中、積極的な営業活動により、ねじ節鉄筋は前年同四半期の販売数量を上回り、増収となりまし

た。しかし、利益面においては、主原料の鉄スクラップ価格の高値推移に見合った製品価格への転嫁が厳しかった

ことから、前年同四半期と比べて減益となりました。

　この結果、第３四半期連結会計期間における業績は、売上高は6,367百万円（前年同四半期比22.6％増）、営業損

失は87百万円（前年同四半期は営業利益408百万円）となりました。

②農業資材事業

　肥料事業では、きめ細やかな営業による拡販に努めた結果、販売数量は増加しましたが、販売単価の低下によって

前年同四半期と比べて減収となりました。利益面では、コストダウンの努力によって、前年同四半期と比べて増益

となりました。

　園芸事業では、猛暑の影響により秋に向けての園芸作業が控えられたことが影響し、売上高は前年同四半期と比

べて減収となりました。しかし、利益面ではホームセンターで新規のプライベート商品の採用などがあり、前年同

四半期と比べて利益が改善しました。

　種苗事業では、ホウレンソウやメロン台木の販売は拡大しましたが、トウモロコシ「味来」の販売数量の減少に

より、前年同四半期と比べて減収減益となりました。

　この結果、第３四半期連結会計期間における業績は、売上高は2,831百万円（前年同四半期比14.7％減）、営業利

益は137百万円（前年同四半期比14.2％減）となりました。

③環境ソリューション事業

　民間物件の獲得に注力するとともに、コストダウンによる収益改善を進めましたが、当初計画に達しなかったこ

とから前年同四半期と比べて減収減益となりました。

　この結果、第３四半期連結会計期間における業績は、売上高は213百万円（前年同四半期比8.8％減）、営業損失は

6百万円（前年同四半期の営業利益は3百万円）となりました。

④砕石砕砂事業

　厳しい事業環境の中で、生コンメーカーへのシェア拡大を図りましたが、総販売数量が減少したことから、前年同

四半期と比べて減収減益となりました。

　この結果、第３四半期連結会計期間における業績は、売上高は427百万円（前年同四半期比4.2％減）、営業利益は

28百万円（前年同四半期比25.5％減）となりました。

⑤その他

　報告セグメント以外の第３四半期連結会計期間における業績は、売上高173百万円（前年同四半期比44.8%減）、

営業利益は6百万円(前年同四半期比1.2%減)となりました。
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　この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、上記各セグメント別売上高の合計からセグメント間の内部売

上高113百万円を引いた、9,900百万円となり、営業損益は、上記各セグメント別の営業利益・損失の合計からセグ

メント間の取引消去額および管理部門経費など各事業に帰属しない全社費用合計241百万円を差引いた、営業損失

162百万円となりました。

　また、前年同四半期との比較に関しましては、前年同四半期の数値を変更後のセグメントに組み換えた金額と比

較しております。　

　

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前四半期連結会計期

間末に比べ37百万円増加（前年同四半期は796百万円減少）の2,396百万円となりました。当第３四半期連結会計期

間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は、267百万円（前年同四半期は460百万円の資金使用）となりました。これは、減価償

却費549百万円、仕入債務の増加1,062百万円、未払金（その他）の増加662百万円、長期未払金（その他）の増加878

百万円等により資金が増加した一方、売上債権の増加1,570百万円、未収入金の増加（その他）1,329百万円となった

こと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1,785百万円（前年同四半期は124百万円の資金使用）となりました。これは、有形

固定資産の取得による支出1,719百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加した資金は、1,555百万円（前年同四半期は211百万円の資金支出）となりました。これは、短期

借入金の純増加額770百万円、長期借入金による収入1,200百万円により増加した一方、配当金の支払205百万円、長期

借入金の返済200百万円等によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　なお、当社は財務の状況および事業の方針を決定する支配者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

〔会社の支配に関する基本方針〕

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

　当社は、平成20年５月19日開催の取締役会において、会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を以下のとおり定めました。

　当社は金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、当社株式に

対する大規模な買付行為につきましても、当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上に資するものである

限り、これを一概に否定するものではありません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、当社の経

営を誰に委ねるべきかという問題に関連しますので、最終的には、株主の皆様の自由な意志によってなされるべき

であると考えております。しかしながら、近年のわが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や

合意のプロセスを経ることなく、突如として一方的に大規模な買付行為を強行するといった動きが見られます。こ

のような一方的な大規模買付行為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為に関する十分な情報が提供されない

まま株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主の皆様が当該買付行為の条件・方法等に

ついて検討し、また、対象企業の取締役会が代替案の提案等を行うための十分な時間が確保されていないもの、その

他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないと判断されるもの等、対象企業の企業価値・株主共同の利益を著

しく損なうことに繋がるおそれのあると判断される買付行為があることは否定できません。

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、循環社会の実現を目指す当社の企業理念、事業特性

ならびに株主の皆様をはじめとする国内外の顧客・社員・取引先などの各ステークホルダーとの間に築かれた関

係や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上さ

せることを目指す者であることが必要と考えております。したがいまして、当社の企業価値・株主共同の利益を著

しく損なうおそれのある大規模買付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適

切であると考えます。

②　当社の基本方針の実現に資する特別の取組みについて

イ　当社の企業価値および企業価値の源泉

　当社ならびに当社グループは、循環型社会の実現を目指す複合型環境企業グループとして、

ａ．リサイクルと高品質を限りなく追求する鉄鋼建設資材事業

ｂ．食の安心、安全と豊かな土作り、そして緑の潤いある住環境の創出を目指す農業資材事業

ｃ．大気・水質・土壌など社会が求めている生活の安心、安全をサポートし、限りある資源の有効活用を追求す
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る環境関連の事業

の全く異なる事業を有し、『環境』と『リサイクル』を軸にして、21世紀の社会に貢献する創造的かつ個性的な

企業集団を目指しております。

　『ずっと環境。変わらないから新しい』という当社の企業理念は、過去から現在まで変わらずに続けてきてお

り、そして将来も追求し続けることが、当社グループ全体の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資するもの

と考えております。

ロ　企業価値向上のための取組み

　今後の事業展開につきましては、「先進的環境企業グループとしての永続的発展」を経営基本方針としたうえ

で、安定的に高収益を上げ得る事業体制を築くとともに、環境により配慮した事業運営を図ることはもちろんの

こと、資本市場からも評価される高い経営効率を目指し、企業価値の向上に努め、その結果得られた株主共同の利

益は株主の皆様に適切に還元してまいります。そして、社会の持続可能な発展に向けて、今後も貢献し続ける所存

です。

　具体的な重点施策は、以下のとおりです。

ａ．当社グループの事業のコアとなる鉄鋼建設資材事業においては、鉄鋼業全体が『新たなステージ』に突入し

たことを踏まえ、その環境で生き抜くための大型設備投資による品質の向上を図ってまいります。また、市況変

動の影響を受けやすい収益面においては、生産性、原単位を中心とした徹底したコストの削減運動を継続的に

実施することで、収益の下支えをするとともに、主原材料費の大幅な上昇に対しては、製品価格への転嫁を推進

することとしております。また環境対策をさらに強化し、ゼロエミッションの達成、維持を図ってまいる所存で

あります。

　もう一つのコア事業である農業資材事業の肥料事業においては、『土にやさしい有機肥料』の国内トップ企

業の一つとして、その地位を確固たるものにすることを目指すとともに、当社の最大の武器である有機原料開

発力をさらに強化し、同業他社との間での優位性を図ってまいります。また、省力化、環境負荷低減をターゲッ

トにした商品開発にも注力し、事業規模の拡大を図ってまいります。

ｂ．当社グループは、環境企業グループとしての事業規模拡大と事業コンセプトの具現化を図る目的で農業資材

事業の園芸・種苗事業と環境関連の事業を「戦略事業」として位置づけております。

　園芸・種苗事業につきましては、当社が持つ肥料や育種における研究開発力や有機肥料製造技術を基に、マー

ケットの拡大と事業基盤の強化を進めてきており、特に種苗事業では特徴のある品種の開発、販売に重点をお

き、また、生産者とのネットワークがある肥料事業の営業と連動して事業展開を図ってまいります。

　また、環境関連の事業につきましては、株式会社環境科学コーポレーションで、今まで培ってきた分析力やノ

ウハウをベースに土壌分析をはじめとする新たな環境分析分野へ積極的に進出いたしました。今後、さらなる

分析分野への深耕を図ることによって事業規模の拡大を図ってまいります。

ｃ．連結経営の強化によるグループ全体の企業価値・株主共同の利益を確保しまたは向上させるためには、園芸

・種苗事業、環境関連の事業等の「戦略事業」については、グループ一体での営業推進が重要であると考えて

おり、今後その育成をさらに進めてまいります。

ｄ．マネジメント体制の基盤強化につきましては、株主や投資家の皆様をはじめとして、顧客、調達先、および従

業員、さらには地域社会等のあらゆるステークホルダーに対して企業の社会的責任（CSR）を果し得る体制を

構築してまいります。また、天災等に対するリスク管理強化、企業倫理の徹底、ゼロエミッションの推進および

省エネ・省資源を柱とした地球環境対策等を積極的に推進し、環境企業として、資本市場と社会により一層信

頼されるよう努めてまいります。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みについて

　当社は、平成20年５月19日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」（以下「本

対応方針」といいます。）の導入を決定し、平成20年６月25日に開催した当社第17期定時株主総会において本対応

方針の導入に関する議案をお諮りし、ご承認いただいております。

　本対応方針の具体的な内容は以下のとおりです。

　当社取締役会は、株券等保有割合が20％以上となる大規模買付者に対し、本対応方針に定められた手続きに従って

大規模買付行為を行う旨の誓約等を記載した「大規模買付意向表明書」および大規模買付行為に対する株主の皆

様のご判断および当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下「大規模買付情報」といいま

す。）の事前提供と当該大規模買付行為の評価、検討、交渉、意見形成および代替案の立案のための期間として原則

60日間の取締役会評価期間の確保を求めます。

　当社取締役会は、取締役会評価期間の間、大規模買付者が本対応方針に基づくルールを遵守したか否か、あるいは、

当該大規模買付行為が会社に回復しがたい損害をもたらす等、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうも

のであるか、という観点から、評価、検討し、取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示するとともに、必要に

応じて、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、取締役会として株主の皆様へ

代替案を提示することもあります。

　当社取締役会は、本対応方針で定める発動条件に照らしあわせ、本対応方針に基づくルールを遵守しない大規模買

付者、または、提出された「大規模買付情報」を評価・検討した結果、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損
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なうと判断した大規模買付者に対して、対抗措置を発動できることとしております。

　対抗措置は原則として新株予約権の無償割当としておりますが、会社法その他の法令および当社の定款上認めら

れるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合は、その他の対抗措置が用いられることもありま

す。

　また、本対応方針の合理性および公平性を確保し、取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するため、当社

取締役会から独立した組織として特別委員会を設置し、対抗措置発動の際、取締役会は特別委員会に対抗措置発動

の是非を諮問し、特別委員会の勧告意見を最大限尊重することとしております。

④　上記②および③の取組みが上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでなく、また、当社

役員の地位の維持を目的とするものでないことおよびその理由について

イ　上記②の取組みについて当社取締役会の判断

　当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値・株主共同の

利益を確保・向上させるための取組みとして、上記②の取組みを実施しております。これらの取組みを通じて、当

社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ、それを当社株式の価値に適正に反映させていくことにより、

上記のような当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうおそれのある大規模な買付行為は困難になるも

のと考えられ、これらの取組みは、上記①の基本方針に資するものであると考えております。

　したがいまして、上記②の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではな

く、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

ロ　上記③の取組みについて当社取締役会の判断

　上記③の取組みは、上記①の基本方針に照らして不適切なものによって当社の財務および事業の方針決定が支

配されることを防止する取組みであり、また当社の企業価値・株主共同の利益を確保しまたは向上させることを

目的として、大規模買付者に対して必要な情報の事前の提供、およびその内容の評価・検討に必要な時間の確保

を求めるためのものであります。

　さらに、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置し、対抗措置発動の際、取締役会は特別委員会

に対抗措置発動の是非を諮問し、特別委員会の勧告意見を最大限尊重することとしていること、また上記③の取

組みの導入については、平成20年６月25日に開催した当社第17期定時株主総会でご承認いただいており、その継

続についても、当社株主様のご承認を要することとしていることなど、合理性および公平性を確保し、取締役会に

よる恣意的な対抗措置の発動を防止するための制度および手続きが確保されております。

　したがいまして、上記③の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではな

く、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、57百万円であります。なお、当第３四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　第19期有価証券報告書の「事業等のリスク」「対処すべき課題」に記載したとおりであります。

　

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社企業グループは、必要資金については自己資金のほか、借入金による資金調達を行っております。借入金による

調達につきましては、基本的に運転資金は１年以内の短期資金とし、設備資金につきましては、長期借入金により調

達を行う方針であります。

　資金の流動性につきましては、手許流動性の確保とともに、コミットメント・ライン等の設定を行うなど、代替調達

手段を備えております。

　なお、当四半期の資金状況は、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（2）キャッシュ・フ

ローの状況」に記載したとおりであります。　
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（2）設備の新設、除却等の計画

①重要な改修の完了

　前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了したものは、次の

とおりであります。　

会社名 事業所名 セグメントの名称　 設備の内容
投資総額

（千円）　
完成年月日

提出会社
埼玉工場

（埼玉県児玉郡神川町）　
鉄鋼建設資材事業

圧延スタンド増設

(機械装置及び運搬具)
　1,402,534平成22年10月

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000

計 240,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年2月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 72,000 72,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

当社は単元株制

度は採用してお

りません

計 72,000 72,000 ─ ─

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
　 （株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
　 （千円）

資本準備金残
高
　 （千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
─　 72,000 ─　 2,190,000 ─　 1,802,000

　　　　　　　　　　

（６）【大株主の状況】

　　　　　当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。

　

EDINET提出書類

朝日工業株式会社(E01265)

四半期報告書

10/28



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   2,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  70,000 70,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数       72,000 － －

総株主の議決権 － 70,000 －

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

朝日工業株式会社
東京都豊島区東池袋

三丁目１番１号
2,000 － 2,000 2.78

計 － 2,000 － 2,000 2.78
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 188,100176,000153,000150,200151,000138,700131,400124,000148,000

最低（円） 176,500139,700133,000135,000127,000127,100116,100115,500122,000

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

　　　それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

　

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1)退任役員

役名 　職名 　氏名 　退任年月日

常務取締役　 鉄鋼建設資材本部長　 佐藤　邦彦 平成22年12月7日

(2)役職の異動　

役名 　新職名 旧職名 　氏名 　異動年月日

取締役
鉄鋼建設資材本部長代行　兼

　 鉄鋼事業部長　

鉄鋼建設資材本部

鉄鋼事業部長　
寺井　淳 平成22年12月22日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第

３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,396,134 4,256,837

受取手形及び売掛金 6,647,143 6,255,958

商品及び製品 5,316,404 5,471,601

原材料及び貯蔵品 1,780,224 1,693,476

その他 2,188,331 658,025

貸倒引当金 △5,167 △5,123

流動資産合計 18,323,071 18,330,775

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 4,112,287

※1
 4,042,523

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 13,263,786

※1
 10,146,990

土地 2,605,165 2,598,592

その他（純額） ※1
 1,249,406

※1
 1,373,672

有形固定資産合計 21,230,645 18,161,779

無形固定資産 979,474 969,699

投資その他の資産 ※2
 1,956,502

※2
 2,025,791

固定資産合計 24,166,622 21,157,270

資産合計 42,489,694 39,488,045

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,737,433 5,519,723

短期借入金 3,670,000 1,930,000

1年内返済予定の長期借入金 1,100,000 810,000

未払法人税等 13,499 37,052

賞与引当金 93,916 310,237

その他 5,922,138 5,743,788

流動負債合計 17,536,988 14,350,801

固定負債

長期借入金 3,100,000 2,800,000

退職給付引当金 1,117,042 1,203,950

その他 1,890,988 1,007,481

固定負債合計 6,108,031 5,011,431

負債合計 23,645,019 19,362,233
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,190,000 2,190,000

資本剰余金 1,802,000 1,802,000

利益剰余金 14,993,125 16,209,819

自己株式 △293,311 △293,311

株主資本合計 18,691,814 19,908,508

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 109,053 171,719

為替換算調整勘定 43,806 45,584

評価・換算差額等合計 152,860 217,303

純資産合計 18,844,674 20,125,812

負債純資産合計 42,489,694 39,488,045
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 28,851,757 29,773,762

売上原価 22,157,463 25,394,613

売上総利益 6,694,294 4,379,149

販売費及び一般管理費 ※
 4,924,754

※
 5,085,959

営業利益又は営業損失（△） 1,769,540 △706,809

営業外収益

受取利息 1,351 585

受取配当金 71,563 36,144

持分法による投資利益 26,100 63,377

その他 35,322 53,886

営業外収益合計 134,338 153,994

営業外費用

支払利息 39,940 63,536

売上割引 63,262 64,272

その他 13,663 20,809

営業外費用合計 116,866 148,619

経常利益又は経常損失（△） 1,787,011 △701,434

特別利益

固定資産売却益 343 149

固定資産受贈益 － 9,222

貸倒引当金戻入額 2,532 302

特別利益合計 2,875 9,674

特別損失

固定資産処分損 170,376 280,979

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 73,903

その他 2,041 －

特別損失合計 172,417 354,883

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,617,469 △1,046,642

法人税、住民税及び事業税 443,947 30,363

法人税等調整額 220,683 △385,312

法人税等合計 664,631 △354,948

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △691,694

四半期純利益又は四半期純損失（△） 952,838 △691,694
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 9,260,075 9,900,006

売上原価 7,280,700 8,394,328

売上総利益 1,979,374 1,505,677

販売費及び一般管理費 ※
 1,609,987

※
 1,668,651

営業利益又は営業損失（△） 369,387 △162,973

営業外収益

受取利息 134 222

受取配当金 6,557 8,640

持分法による投資利益 6,602 45,683

その他 11,283 12,474

営業外収益合計 24,578 67,020

営業外費用

支払利息 12,984 22,358

売上割引 16,504 18,898

その他 4,445 5,984

営業外費用合計 33,934 47,241

経常利益又は経常損失（△） 360,031 △143,194

特別利益

固定資産売却益 343 －

固定資産受贈益 － 9,222

特別利益合計 343 9,222

特別損失

固定資産処分損 110,789 40,640

特別損失合計 110,789 40,640

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

249,585 △174,612

法人税、住民税及び事業税 △38,811 22,913

法人税等調整額 147,636 △82,934

法人税等合計 108,824 △60,021

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △114,591

四半期純利益又は四半期純損失（△） 140,760 △114,591

EDINET提出書類

朝日工業株式会社(E01265)

四半期報告書

17/28



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,617,469 △1,046,642

減価償却費 1,228,769 1,552,331

売上債権の増減額（△は増加） 400,947 △390,735

仕入債務の増減額（△は減少） 61,096 1,217,710

その他 △583,365 209,380

小計 2,724,917 1,542,043

利息及び配当金の受取額 72,915 36,730

利息の支払額 △47,201 △65,327

法人税等の支払額 △2,965,947 △44,600

営業活動によるキャッシュ・フロー △215,316 1,468,845

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,162,895 △4,908,261

無形固定資産の取得による支出 △9,420 △204,728

その他 △135,007 261

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,307,323 △5,112,728

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000 1,740,000

長期借入れによる収入 － 1,200,000

長期借入金の返済による支出 △410,000 △610,000

配当金の支払額 △519,902 △520,857

その他 △14,001 △24,185

財務活動によるキャッシュ・フロー △643,903 1,784,957

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,411 △1,777

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,160,132 △1,860,703

現金及び現金同等物の期首残高 5,920,021 4,256,837

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,759,888

※
 2,396,134
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

該当事項はありません。　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 （1)資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失および経常損失は、それぞ

れ12,080千円増加し、税金等調整前四半期純損失は、85,983千円増加しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、167,232千円

であります。　

　 （2)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当

面の取扱い」の適用　

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第

16号　平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用してお

ります。

　これによる当第３四半期累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四

半期純損失に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。　

　

当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　

　　至　平成22年12月31日）　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸を基礎として受払記録等により合理的に

算出する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法　 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっておりま

す。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等および一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、19,968,254千円

であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、19,083,107千円

であります。

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 5,155千円 投資その他の資産 5,470千円

　３．偶発債務

債務保証

銀行借入に対する保証債務

　３．偶発債務

債務保証

銀行借入に対する保証債務

JOHNSON ASAHI PTY.LTD. 

（2,700千A$） 224,451千円

従業員 5,767

計 230,218

JOHNSON ASAHI PTY.LTD. 

（2,700千A$） 230,256千円

従業員 6,696

計 236,952

　

EDINET提出書類

朝日工業株式会社(E01265)

四半期報告書

20/28



（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりです。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりです。

運賃 1,733,036千円

給与賃金 723,402

賞与引当金繰入額 53,684

退職給付費用 86,077

運賃 1,969,743千円

給与賃金 741,222

賞与引当金繰入額 37,530

退職給付費用 64,777

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりです。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりです。

運賃 550,678千円

給与賃金 241,294

賞与引当金繰入額 53,684

退職給付費用 28,573

運賃 648,832千円

給与賃金 246,145

賞与引当金繰入額 37,530

退職給付費用 21,370

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,759,888千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,759,888

　

現金及び預金勘定 2,396,134千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,396,134

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式 72,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 2,000株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません

４．配当に関する事項

配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 315,000 4,500平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金　

平成22年11月５日

取締役会　
普通株式 210,000 3,000平成22年９月30日　平成22年12月７日　利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
鉄鋼建設資材
事業
（千円）

農業資材事業
　

（千円）

環境サービス
事業
（千円）

その他事業
　

（千円）

計
　

（千円）

消去又は全社
　

（千円）

連結
　

（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対す

る売上高
5,195,2143,320,394275,067469,3989,260,075 － 9,260,075

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ 27 13,58724,46838,084(38,084) －

計 5,195,2143,320,422288,655493,8679,298,159(38,084)9,260,075

営業利益 409,052160,360 2,36142,527614,302(244,914)369,387

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
鉄鋼建設資材
事業
（千円）

農業資材事業
　

（千円）

環境サービス
事業
（千円）

その他事業
　

（千円）

計
　

（千円）

消去又は全社
　

（千円）

連結
　

（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対す

る売上高
17,685,2429,177,021707,4211,282,07128,851,757－ 28,851,757

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ 27 46,97777,106124,112(124,112)－

計 17,685,2429,177,049754,3991,359,17828,975,870(124,112)28,851,757

営業利益

（又は営業損失）
2,357,689213,990(82,014)109,7162,599,381(829,841)1,769,540

（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

鉄鋼建設資材事業…主要な製品は、異形棒鋼、構造用鋼、ねじ節鉄筋等であります。

農業資材事業………主要な製品は、肥料、園芸資材、種苗、乾牧草等であります。

環境サービス事業…主要な製品・サービスは、環境計量証明・コンサルタント業と廃棄物処理・リサイク

ル事業であります。

その他事業…………主要な製品は、砕石・砕砂等であります。

 

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）および前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の売上高がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）および前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。　

　当社グループは複数の業種にわたる事業を営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社および当社の

連結子会社が各事業の包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがいまして、当社グ

ループは事業体制を基礎とした業種別セグメントから構成されており、「鉄鋼建設資材事業」「農業資材事

業」「環境ソリューション事業」「砕石砕砂事業」の４つを報告セグメントとしております。

　「鉄鋼建設資材事業」は、鉄筋用棒鋼、構造用鋼、ねじ節鉄筋等の製造販売をしております。「農業資材事

業」は、肥料、園芸、種苗、乾牧草の事業を営んでおり、全ての事業が農業に係る資材の製造販売および輸入販

売を行っております。「環境ソリューション事業」は、土壌・水・大気など環境に係るアセスメント、調査分

析およびコンサルティングをしております。「砕石砕砂事業」は、土木建築用の砕石と砕砂の製造販売をし

ております。
　

　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）　 （単位：千円）

　 報告セグメント
その他

（注)1　

調整額

（注)2　

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3
　

鉄鋼建設資材

事業
農業資材事業　

環境ソリュー

ション事業
砕石砕砂事業 計

売上高

外部顧客への売上高　

　

19,483,977

　

8,366,779

　

507,004

　

1,178,669

　

29,536,429

　

237,332

　

－

　

29,773,762

セグメント間の内部

売上高又は振替高　
－ 7 42,295 7,840 50,143283,235△333,379 －

計 19,483,9778,366,786549,3001,186,50929,586,573520,568△333,37929,773,762

セグメント利益

又は損失（△）
△269,477379,720△103,26440,710 47,6889,568△764,066△706,809

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マテリアルリサイクル事業およ

び業務請負事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△764,066千円には、セグメント間取引消去△3,224千円および各

報告セグメントに配分していない全社費用△760,842千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントなどに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　 （単位：千円）

　 報告セグメント
その他

（注)1　

調整額

（注)2　

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3
　

鉄鋼建設資材

事業
農業資材事業　

環境ソリュー

ション事業
砕石砕砂事業 計

売上高

外部顧客への売上高　

　

6,367,646

　

2,831,398

　

194,185

　

424,572

　

9,817,802

　

82,204

　

－

　

9,900,006

セグメント間の内部

売上高又は振替高　
－ 7 19,763 2,710 22,48190,973△113,454 －

計 6,367,6462,831,406213,948427,2829,840,283173,177△113,4549,900,006

セグメント利益

又は損失（△）
△87,436137,666△6,755 28,320 71,7946,428△241,197△162,973

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マテリアルリサイクル事業およ

び業務請負事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△241,197千円には、セグメント間取引消去等△7,281千円および

各報告セグメントに配分していない全社費用△233,915千円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントなどに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
　　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 269,209.63円 １株当たり純資産額 287,511.60円

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 13,611.97円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △9,881.35円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 952,838 △691,694

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
952,838 △691,694

期中平均株式数（株） 70,000 70,000

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2,010.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △1,637.02円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（千円） 140,760 △114,591

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
140,760 △114,591

期中平均株式数（株） 70,000 70,000
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（重要な後発事象）

子会社の合併

　当社の連結子会社である上武エコ・クリーン株式会社と上武産業株式会社は、平成23年１月20日開催の各社の

取締役会において上武エコ・クリーン株式会社を存続会社とする吸収合併を行い、商号を株式会社上武とするこ

とを決議し、当事企業間で合併契約書の締結をいたしました。

（１）企業結合の概要

①結合当事企業の名称及び事業の内容

結合企業　：上武エコ・クリーン株式会社（事業の内容：マテリアルリサイクル事業）

被結合企業：上武産業株式会社（事業の内容：砕石砕砂事業）

②企業結合日（合併の効力発生日）

平成23年３月１日（予定）　

③企業結合の法的形式

上武エコ・クリーン株式会社を存続会社とし、上武産業株式会社を消滅会社とする吸収合併　

④結合後の企業の名称

株式会社上武　

⑤取引の目的を含む取引概要

　本合併は、ともに北関東を営業基盤とし、道路用敷石分野においては共有の取引先を有する連結子会社２

社を経営統合することにより、砕石砕砂事業、マテリアルリサイクル事業分野での経営基盤の強化を図ると

ともに、グループ経営のより一層の効率化を図ることを目的としております。　

　

（２）実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）および「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、

「共通支配下の取引等」の会計処理を適用することになります。

　

　

２【その他】

平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　210,000千円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　3,000円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成22年12月７日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

朝日工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大下内　徹　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柄澤　一恵　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日工業株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日工業株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月９日

朝日工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　良治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柄澤　一恵　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日工業株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日工業株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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